
改正地域公共交通活性化再生法（平成26年5月成立）の概要

交通政策基本法（平成25年12月4日公布・施行）の具体化

日常生活等に必要不可欠な
交通手段の確保等

交通政策基本法（平成25年12月4日公布 施行）の具体化

関係者相互間の連携と
協働の促進 等

まちづくりの観点からの
交通施策の促進

目標

改正地域公共交通活性化再生法の基本スキーム

基本方針
国が策定
まちづくりとの連携に配慮

本格的な人口減少社会における地域社会の活力の維持・向上

①地方公共団体が中心となり、
②まちづくりと連携し

ポイント

目標

地域公共交通網形成計画

事業者と協議の上、
地方公共団体が
協議会を開催し策定

まち くりとの連携に配慮
②まちづくりと連携し、
③面的な公共交通ネットワーク を再構築

コンパクトなまちづくりと一体となった公共交通の再編のイメージ

地域公共交通特定事業

コンパクトシティの実現に向けたまちづくりとの連携

地域全体を見渡した面的な公共交通ネットワークの再構築

Ｚ

現 状

いずれのバス路線も
低頻度の運行回数

拠点エリアにおける循環型の
公共交通ネットワークの形成

まちづくりと一体となった公共交通の再編

拠点間を結ぶマイカーが主要な移動手段
拡散した市街地 拠点エリアへの

医療 福祉等の 地域公共交通特定事業

地域公共交通再編事業 軌道運送
高度化事業
（ＬＲＴの整備）

鉄道事業
再構築事業
（上下分離） ･･･

面的な公共交通ネットワークを再構築
するため、事業者等が地方公共団体
の支援を受けつつ実施

Ｚ

公共交通沿線へ
の居住の誘導

中心駅

拠点間を結ぶ
交通サービスを充実

コミュニティバス等による
フィーダー（支線）輸送

拠点エリア

マイカ が主要な移動手段 医療、福祉等の
都市機能の誘導

病院

役場

福祉施設

地域公共交通再編実施計画 実施計画 実施計画
･･･

地方公共団体が事業者等
の同意の下に策定

の支援を受けつつ実施

歩行空間や自転車
利用環境の整備

公共交通空白地域

立地適正化計画
連携

乗換拠点の
整備

好循環を実現

デマンド型

乗合タクシー等
の導入

の同意の下に策定

国土交通大臣が認定し、計画の実現を後押し※富山市、熊本市、豊岡市、三条市等の取組を参考として作成

地域公共交通再編実施計画

※改正地域公共交通活性化再生法については、平成２６年１１月２０日に施行



地域公共交通調査事業（計画策定事業）

○補助対象者：地域公共交通活性化再生法に基づく協議会（法定協議会）、多様な地域の関係者により
構成される協議会

○補助対象経費：地域の公共交通の確保維持改善に係る計画（地域公共交通再編実施計画を除く。）の策定に
必要な経費
（地域データの収集・分析の費用、住民・利用者アンケートの実施費用、専門家の招聘費用、

協議会開催等の事務費、短期間の実証調査のための費用等）

地域公共交通網形成計画等

地域公共交通活性化再生法に基づく地域公共交通網形成計画、地域公共交通再編実施計画等の策定に要する
経費を支援

地域公共交通調査等事業
（地域公共交通調査事業（計画策定事業）
・地域公共交通再編推進事業（再編計画策定事業））

地域公共交通再編推進事業（再編計画策定事業）

協議会開催等の事務費、短期間の実証調査のための費用等）

○補助率：定額（上限2,000万円）
※予算の範囲内での交付となるため、申請の状況等により、申請額満額の交付とならない場合がある。

○補助対象者：地域公共交通活性化再生法に基づく協議会（法定協議会）

○補助対象経費：地域公共交通再編実施計画の策定に必要な経費
（地域データの収集・分析の費用、住民・利用者アンケートの実施費用、専門家の招聘費用、

協議会開催等の事務費、短期間の実証調査のための費用等）

○補助率：定額（上限2,000万円）
※予算の範囲内での交付となるため、申請の状況等により、申請額満額の交付とならない場合がある。


